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【令和元年７月３０日】 

部局名 出納局 

平成３０年度山梨県一般会計及び特別会計歳入歳出決算の概況について 

 

１ 一般会計決算の概況 
 （単位：円、％） 

区       分 平成３０年度 平成２９年度 増 減 額  増減率 

歳 入 総 額 A 456,453,444,701 458,813,575,902 △2,360,131,201 △0.5 

歳 出 総 額 B 450,097,643,276 451,519,990,726 △1,422,347,450 △0.3 

歳入歳出差引額 

（形式収支額） 
C=A－B 6,355,801,425 7,293,585,176 △937,783,751 △12.9 

翌年度繰越財源額 D 3,775,941,256 4,677,955,210 △902,013,954 △19.3 

実 質 収 支 額 E=C－D 2,579,860,169 2,615,629,966 △35,769,797 △1.4 

前年度実質収支額 F 2,615,629,966 2,229,406,745 386,223,221 - 

単年度収支額 G=E－F △35,769,797 386,223,221 △421,993,018 - 

財政調整基金 

積 立 額 
H 11,242,211 2,511,882,947 △2,500,640,736 △ 99.6 

地方債繰上償還額 I 0 0 0 - 

財政調整基金 

取 崩 額 
J 2,500,000,000 2,500,000,000 0 0 

実質単年度収支額 
K=G+H

+I－J 
△2,524,527,586 398,106,168 △2,922,633,754 - 

 

○ 歳入総額は、４，５６４億５，３４４万４，７０１円 

歳出総額は、４，５００億９，７６４万３，２７６円となった。 

 

○ 前年度に比べ、歳入総額は２３億６，０１３万円余、０．５％の減、 

歳出総額は１４億２，２３４万円余、０．３％の減となった。 

 

○ 歳入歳出差引額（形式収支額）は、６３億５，５８０万円余で、令和元年度への繰越財

源額３７億７，５９４万円余を差し引いた実質収支額は、２５億７，９８６万円余の黒字

となった。 

 

○ 平成３０年度の実質収支額から、前年度実質収支額の２６億１，５６２万円余を差し

引いた単年度収支額は３，５７６万円余の赤字となった。 

 

○ さらに、単年度収支額に財政調整基金積立額の１，１２４万円余を加算し、財政調整基

金取崩額の２５億円を差し引いた実質単年度収支額は、２５億２，４５２万円余の赤字と

なった。 
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（歳入の状況） 

○ 総 括 

 

 

・ 収入率は、予算現額に対し８９．３％、調定額に対し９９．３％となった。 

   （前年度収入率は対予算現額 ８９．７％、対調定額 ９９．３％） 

 

・ また、収入済額を前年度と比べると、２３億６，０１３万円余、０．５％の減とな

った。 

 

・ 不納欠損額は、既に調定された歳入のうち時効の成立等により徴収ができないと認定

されたもので、その主な内容は、県税と県税に係る加算金の合計が１億５，１１１万円

余、９５．３％、分担金及び負担金が３７０万円余、２．３％、使用料及び手数料が３

５８万円余、２．３％、諸収入が２２万円余、０．１％を占めている。 

 

・ 収入未済額は、既に調定された歳入のうち出納閉鎖までに収納されなかったもので、

前年度と比べると、６，９６５万円余、２．５％の増となった。その主な内容と構成比

は県税と県税に係る加算金の合計が１１億３，９０９万円余、３９．７％、諸収入（県

税に係る加算金除く）が１２億３，６４４万円余、４３．１％、使用料及び手数料が３

億８，３９１万円余、１３．４％を占めている。 

 

 

○ 主なもの 

・ 県  税 

収入済額は、９７０億３，０８８万円余で、 

前年度に比べ、２４億５，６５９万円余、２．６％の増となった。 

○ 収入済額が増加した主な内容 

・ 法人事業税    ：  １０億９，７３１万円 

・ 法人県民税    ：   ８億８，９５３万円 

・ 個人県民税    ：   ５億７，１２９万円 

○ 収入済額が減少した主な内容 

・ 固定資産税     ：   ５億２，３４５万円 

 

・ 地方消費税清算金 

収入済額は、３２５億９，８０５万円余で、 

前年度に比べ、１５億８，６２６万円余、５．１％の増となった。 

 

・ 地方譲与税 

収入済額は、１５１億４，７０８万円余で、 

前年度に比べ、１５億６，７２０万円余、１１．５％の増となった。 

○ 収入済額が増加した主な内容 

・ 地方法人特別譲与税    ： １５億７，５３２万円 

予 算 現 額 ５，１０８億６，３６７万３，３０７円 

調 定 額 ４，５９４億７，８６７万７，０９３円 

収 入 済 額 ４，５６４億５，３４４万４，７０１円 

不納欠損額 １億５，８６２万９，２８７円 

収入未済額 ２８億６，６６０万３，１０５円 
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・ 地方特例交付金  

収入済額は、３億４，８６４万円余で、 

前年度に比べ、４，９１９万円余、１６．４％の増となった。 

 

・ 地方交付税 

収入済額は、１，２８７億２，６２６万円余で、 

前年度に比べ、６億６，３６７万円余、０．５％の増となった。 

○ 収入済額が増加した主な内容 

・ 普通交付税：８億９，７４４万円 

○ 収入済額が減少した主な内容 

・ 特別交付税：２億３，３７６万円 

 

・ 交通安全対策特別交付金  

収入済額は、２億５，７６２万円余で、 

前年度に比べ、１，８６６万円、６．８％の減となった。 

 

・ 分担金及び負担金 

収入済額は、２５億 ６１５万円余で、 

前年度に比べ、１，７２９万円余、０．７％の減となった。 

○ 収入済額が増加した主な内容 

 ・ 都市計画費負担金 ： ９，５４９万円 

○ 収入済額が減少した主な内容 

・ 農地費負担金   ： ６，０８０万円 

・ 河川砂防費負担金 ： ３，９９２万円 

 

・ 使用料及び手数料 

収入済額は、７５億 ６９５万円余で、 

前年度に比べ、１億６，０４６万円余、２．１％の減となった。 

○ 収入済額が増加した主な内容 

 ・ 社会教育費使用料    ：  １，２６１万円 

○ 収入済額が減少した主な内容 

 ・ 証紙収入        ：  ５，８７４万円 

 ・ 高等学校費使用料    ：  ５，８１７万円 

・ 県営住宅使用料     ：  ４，０３０万円 

 

・ 国庫支出金 

収入済額は、５８４億７，６６５万円余で、 

前年度に比べ、３０億６，９５１万円余、５．５％の増となった。 

○ 収入済額が増加した主な内容 

・ 農林水産業費国庫補助金 ： ２７億７，１６６万円 

・ 土木費国庫補助金    ： ２６億８，３２６万円 

・ 災害復旧費国庫補助金  ：  ８億４，９５９万円 

○ 収入済額が減少した主な内容 

 ・ 民生費国庫補助金    ： １６億９，２２０万円 

 ・ 民生費国庫負担金    ：  ９億４，７９２万円 
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・ 財産収入 

収入済額は、６億３，１７３万円余で、 

前年度に比べ、１，４５９万円余、２．４％の増となった。 

○ 収入済額が増加した主な理由 

 ・ 財産貸付収入      ：    １，７９３万円 

 ・ 生産物売払収入     ：      ６７２万円 

○ 収入済額が減少した主な内容 

・ 不動産売払収入     ：    ２，０７７万円 

 

・ 繰入金 

収入済額は、１８７億７，８９９万円余で、 

前年度に比べ、７７億４，５７６万円余、２９．２％の減となった。 

○ 収入済額が減少した主な内容 

・ 商工業振興資金特別会計繰入金      ： ３１億６，２６０万円 

・ 国民健康保険広域化等支援基金繰入金   ： ２９億  ８８３万円 

 ・ 地域医療介護総合確保基金繰入金     ： １５億５，９９２万円 

 

・ 諸収入 

収入済額は、２７０億２，２７９万円余で、 

前年度に比べ、４億６，４７８万円余、１．７％の減となった。 

○ 収入済額が増加した主な内容 

・ 雑入                ：  ３億１，２７８万円 

○ 収入済額が減少した主な内容 

 ・ 総務貸付金等償還金         ：  ４億８，６９７万円 

 ・ 土木受託事業収入          ：  １億５，８２５万円 

 

・ 県  債 

収入済額は、５９９億３，６００万円で、 

前年度に比べ、４６億８，０６０万円、７．２％の減となった。 

○ 収入済額が増加した主な内容 

・ 一般補助事業債    ： ４０億８，２００万円 

○ 収入済額が減少した主な内容 

・ 単独事業債      ： ６１億９，２００万円 

・ 減収補塡債（特例分） ： ２０億円 
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（歳出の状況） 

○ 総 括 

予 算 現 額  ５，１０８億６，３６７万３，３０７円 

支 出 済 額  ４，５００億９，７６４万３，２７６円 

翌年度繰越額 ４４４億３，７７８万２，９４８円 

不 用 額 １６３億２，８２４万７，０８３円 

 

・ 支出済額は、前年度に比べ、１４億２，２３４万円余、０．３％の減となっている。 

 

・ 予算現額に対する執行率は、８８．１％であり、前年度の執行率８８．３％に比べ、 

０．２ポイントの減となっている。 

 

 

○ 主なもの 

・ 総務費 

支出済額は、２９５億  ９４５万円余で、 

前年度に比べ、１５億９，１２７万円余、５．１％の減となった。 

○ 支出済額が増加した主な内容 

・ 南都留合同庁舎移転整備事業費         ： １２億１，６４２万円 

・ 市町村振興資金特別会計繰出金         ：  ７億２，３７０万円 

○  支出済額が減少した主な内容 

・  法人二税等償還金                   ：  １４億７，４１６万円 

・ 防災行政無線管理費              ：  ９億５，１７４万円 

・ 防災航空隊運営費               ：  ５億１，５８５万円 

 

・ 民生費 

支出済額は、５１９億１，２５１万円余で、 

前年度に比べ、３０億５，９９７万円余、５．６％の減となった。 

○ 支出済額が増加した主な内容 

・ 国民健康保険県繰出金          ： ４４億１，４１７万円 

・ 国民健康保険高額医療費負担金繰出金   ：  ５億４，７４９万円 

○ 支出済額が減少した主な内容 

 ・ 国民健康保険調整交付金         ： ４３億６，６６８万円 

 ・ 地域医療介護総合確保基金積立金     ： １４億９，６１５万円 

・ 国民健康保険財政安定化基金積立金       ： １３億５，７１２万円 

 

・ 衛生費 

支出済額は、１５２億５，８００万円余で、 

前年度に比べ、１億７，４７０万円余、１．１％の減となった。 

○ 支出済額が増加した主な内容 

 ・ 不適正処理産業廃棄物対策費      ： ２億４，８７９万円 

○ 支出済額が減少した主な内容 

・ 運営費負担金             ： ２億  ６１３万円 

・ 在宅医療総合推進拠点整備事業費    ： ２億円 
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・ 労働費 

支出済額は１３億９，２２７万円余で、 

前年度に比べ、８３１万円余、０．６％の増となった。 

○ 支出済額が増加した主な内容 

・ 雇用推進事業費           ： １，８８８万円 

○ 支出済額が減少した主な内容 

・ 離転職者訓練費           ： １，２３４万円 

 

・ 農林水産業費 

支出済額は３０９億１，１１０万円余で、 

前年度に比べ、２８億９，７５２万円余、１０．３％の増となった。 

○ 支出済額が増加した主な内容 

 ・ 木材加工流通施設整備事業費補助金       ： ２１億１，９１７万円 

 ・ 復旧治山費                  ：  ９億１，７２６万円 

 ・ 農地防災事業費                ：  ３億４，０１９万円 

○ 支出済額が減少した主な内容 

・ 馬術競技等誘致促進事業費           ：  ３億６，２０４万円 

・ 土地改良費                  ：  ３億３，１５６万円 

 

・ 商工費 

支出済額は１８４億２，２１６万円余で、 

前年度に比べ、２８億７，６２６万円余、１３．５％の減となった。 

○ 支出済額が増加した主な内容 

 ・ 企業立地対策費           ：   ４億７，１９９万円 

○ 支出済額が減少した主な内容 

・ 商工業振興資金特別会計繰出金    ：  ３１億３，８５７万円 

・ 山梨のものづくり支援事業費     ：   １億９，９８５万円 

 

・ 土木費 

支出済額は７７２億６，４６４万円余で、 

前年度に比べ、６２億  ５１４万円余、８．７％の増となった。 

○ 支出済額が増加した主な内容 

 ・ 道路橋りょう建設費     ： ４３億４，９６５万円 

 ・ 砂防地すべり対策費     ： １８億４，７２４万円 

 ・ 河川改良費         ：  ７億４，３８３万円 

 ・ 街路事業費         ：  ５億７，２５６万円 

○ 支出済額が減少した主な内容 

 ・ 道路橋りょう整備費     ：  ８億２，６１１万円 
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・ 警察費 

支出済額は２３２億７，３３２万円余で、 

前年度に比べ、１０億７，４４１万円余、４．８％の増となった。 

○ 支出済額が増加した主な内容 

・ 警察本部庁舎等整備費    ： １６億７，６４８万円 

○ 支出済額が減少した主な内容 

・ 航空機維持費        ：  ４億５，２７８万円 

・ 職員給与費等        ：  ３億５，６６４万円 

 

・ 教育費 

支出済額は８７４億  ７９１万円余で、 

前年度に比べ、５億９，２９３万円余、０．７％の減となった。 

○ 支出済額が増加した主な内容 

 ・ 職員退職手当                ：  ５億４，７３２万円 

 ・ 県立射撃場費            ：  １億２，６７８万円 

○ 支出済額が減少した主な内容 

・ 高校施設整備費           ：  ６億４，２５３万円 

・ 職員給与費等（小学校費）      ：  ２億６，３７５万円 

・ 第７３回国民体育大会冬季大会開催費 ：  ２億５，０２２万円 

 

・ 災害復旧費 

支出済額は２４億４，２２１万円余で、 

前年度に比べ、１３億９，６３８万円余、１３３．５％の増となった。 

○ 支出済額が増加した主な内容 

・ 土木施設災害復旧費      ： ７億２，９８１万円 

・ 県単独災害復旧費       ： ２億３，６０２万円 

・ 平成２９年林道災害復旧費   ： １億  ９０１万円 

 

・ 公債費 

支出済額は８０８億７，２７１万円余で、 

前年度に比べ、３４億１，５４７万円余、４．１％の減となった。 

 

・ 諸支出金 

支出済額は３０４億９，２５７万円余で、 

前年度に比べ、１２億９，５４２万円余、４．１％の減となった。 

○ 支出済額が増加した主な内容 

・ 地方消費税交付金       ：  ７億８，７８０万円 

・ 地方消費税清算金       ：  ６億１，０９３万円 

○ 支出済額が減少した主な内容 

・ 財政調整基金積立金     ： ２５億   ６４万円 
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２ 特別会計決算の概況 

（単位：円、％） 

区       分 平成３０年度 平成２９年度 増 減 額 増減率 

歳 入 総 額 A 366,443,273,851 293,379,230,112 73,064,043,739 24.9 

歳 出 総 額 B 355,414,720,921 282,312,724,151 73,101,996,770 25.9 

歳入歳出差引額 
（形式収支額） 

C=A－B 11,028,552,930 11,066,505,961 △37,953,031 △0.3 

翌年度繰越財源額 D 606,338,282 470,924,063 135,414,219 28.8 

実 質 収 支 額 E=C－D 10,422,214,648 10,595,581,898 △173,367,250 △ 1.6 

 

○ 特別会計は、恩賜県有財産特別会計など１３会計である。 

 

○ 歳入総額は、３，６６４億４，３２７万３，８５１円 

歳出総額は、３，５５４億１，４７２万  ９２１円となった。 

 

○ 前年度に比べ、歳入総額は７３０億６，４０４万円余、２４．９％の増、 

歳出総額は、７３１億１９９万円余、２５．９％の増となった。 

 

○ 歳入歳出差引額（形式収支額）は、１１０億２，８５５万円余で、令和元年度

への繰越財源額６億６３３万円余を差し引いた実質収支額は、１０４億２，２２１万円

余となり、９会計が黒字、４会計が収支同額となった。 

 

○ 収入未済額は、４億１，７６９万円余で、前年度に比べ、４６８万円余 

（１．１％）減少している。 

 

○ 不納欠損額は、該当がなく、前年度に比べ、７０５万円余減少している。 
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○ 恩賜県有財産特別会計 

収入済額は、９９億５，２１０万円余で、 

前年度に比べ、１億６，０１８万円余、１．６％の減となった。 

○ 収入済額が増加した主な内容 

・ 事業費補助金 ： １億１，６３１万円 

○ 収入済額が減少した主な内容 

・ 繰越金    ： ３億２，４６６万円 

 

支出済額は、７３億７，３８３万円余で、 

前年度に比べ、１億４，０７６万円余、１．９％の増となった。 

○ 支出済額が増加した主な内容 

・ 造林費     ： １億１７３万円 

・ 元利償還金   ： ９，１５０万円 

○ 支出済額が減少した主な内容 

・ 総務費     ： １，９２８万円 

 

 

○ 災害救助基金特別会計 

収入済額は、５６７万円余で、 

前年度に比べ、５４８万円余、２，８２４．７％の増となった。 

○ 収入済額が増加した主な内容 

・ 災害救助国庫負担金 ： ３７５万円 

  

支出済額は、５６７万円余で、 

前年度に比べ、５４８万円余、２，８２４．７％の増となった。 

○ 支出済額が増加した主な内容 

・ 救助費 ： ５６３万円 

 

 

○ 母子父子寡婦福祉資金特別会計 

収入済額は、２億３，０８８万円余で、 

前年度に比べ、１，１８１万円余、５．４％の増となった。 

 

支出済額は、９，１７２万円余で、 

前年度に比べ、２，２４７万円余、３２．４％の増となった。 

 

 

 

 

 

 

○ 収入済額が増加した主な内容 

・ 繰越金 ： ８７６万円  

○ 支出済額が増加した主な内容 

・ 償還金    ： １，５５９万円 

・ 繰出金    ：   ８７２万円 



10 

○ 中小企業近代化資金特別会計 

収入済額は、５２億６，５８０万円余で、 

前年度に比べ、１，２０５万円余、０．２％の減となった。 

○ 収入済額が増加した主な内容 

・ 繰越金         ： ２億１，９４７万円 

○ 収入済額が減少した主な内容 

・ 高度化資金貸付金償還金 ： １億８，４５０万円 

 

支出済額は、３０億９，１８８万円余で、 

前年度に比べ、９億９，１４１万円余、４７．２％の増となった。 

○ 支出済額が増加した主な内容 

・ 高度化資金貸付金 ： ８億５，３９４万円 

 

 

○ 農業改良資金特別会計 

収入済額は、１億５，９２２万円余で、 

前年度に比べ、２，２５２万円余、１２．４％の減となった。 

○ 収入済額が減少した主な内容 

・ 繰越金 ： １，４２８万円 

 

支出済額は、１億５，９２２万円余で、 

前年度に比べ、１億２，５４１万円余、３７１．０％の増となった。 

○ 支出済額が増加した主な内容 

・ 繰出金 ： １億２，７９２万円 

 

 

○ 市町村振興資金特別会計 

収入済額は、５８億８，８２８万円余で、 

前年度に比べ、９億１，７３９万円余、１８．５％の増となった。 

○ 収入済額が増加した主な内容 

・ 繰入金 ： ７億２，３７０万円 

○ 収入済額が減少した主な内容 

・ 諸収入 ：   ２，７５０万円 

 

支出済額は、１９億４，５１５万円余で、 

前年度に比べ、７億１，０３０万円、５７．５％の増となった。 

○ 支出済額が増加した主な内容 

・ 市町村振興資金貸付金 ： ７億１，０３０万円 
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○ 県税証紙特別会計 

収入済額は、１８億７，５０４万円余で、 

前年度に比べ、２，９６８万円余、１．６％の増となった。 

○ 収入済額が増加した主な内容 

・ 自動車取得税証紙収入 ： ６，４３４万円 

    

支出済額は、１８億４，５０７万円余で、 

前年度に比べ、１，９７６万円余、１．１％の増となった。 

○ 支出済額が増加した主な内容 

・ 自動車取得税繰出金 ： ３，２１０万円 

 

 

○ 集中管理特別会計 

収入済額は、１，０１８億２，０４２万円余で、 

前年度に比べ、６億７，９６１万円余、０．７％の減となった。 

○ 収入済額が減少した主な内容 

・ 給与管理収入    ：  ６億８，４０８万円 

 

支出済額は、１，０１７億９，５４０万円余で、 

前年度に比べ、６億７，９６１万円余、０．７％の減となった。 

○ 支出済額が減少した主な内容 

・ 給与管理費  ： ６億８，４９７万円 

 

 

○ 商工業振興資金特別会計 

収入済額は、２３４億８，６０３万円で 

前年度に比べ、６３億１２８万円余、２１．２％の減となった。 

○ 収入済額が減少した主な内容 

・ 貸付金元利収入（元金） ：  ３１億６，２７２万円 

・ 繰入金         ：  ３１億３，８５７万円 

 

支出済額は、２３４億８，６０３万円で、 

前年度に比べ、６３億１２８万円余、２１．２％の減となった。 

○ 支出済額が減少した主な内容 

・ 一般会計繰出金 ： ３１億６，２６０万円 

・ 資金貸付金   ： ３１億３，８５７万円 
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○ 林業・木材産業改善資金特別会計 

収入済額は、１億３，６０７万円余で、 

前年度に比べ、３，０９４万円余、１８．５％の減となった。 

○ 収入済額が減少した主な内容 

・ 繰越金    ：  ３，１６５万円 

 

支出済額は、３，６８４万円余で、 

前年度に比べ、２，３４９万円余、３８．９％の減となった。 

○ 支出済額が減少した主な内容 

・ 林業・木材産業改善資金貸付金（資金貸付金） ：  ２，３１５万円 

 

 

○ 流域下水道事業特別会計 

収入済額は、６９億８，４４７万円余で、 

前年度に比べ、２億２，４８３万円余、３．３％の増となった。 

○ 収入済額が増加した主な内容 

・ 事業費県補助金  ：  １億１，６４９万円 

・ 管理費負担金   ：  １億１，２８７万円 

・ 借換債      ：     ４，９６５万円 

 

支出済額は、６０億１，６７８万円余で、 

前年度に比べ、８，１４９万円余、１．４％の増となった。 

○ 支出済額が増加した主な内容 

・ 流域下水道建設費 ：  １億４，８０４万円 

 

 

○ 公債管理特別会計 

収入済額は、１，３０８億５，３７５万円余で、 

前年度に比べ、７億４０４万円余、０．５％の減となった。 

○ 収入済額が増加した主な内容： 

・ 借換債      ： ２７億１，２９５万円 

○ 収入済額が減少した主な内容 

・ 一般会計繰入金  ： ３４億１，５２７万円 

 

支出済額は、１，３０８億５，３７５万円余で、 

前年度に比べ、７億４０４万円余、０．５％の減となった。 

○ 支出済額が増加した主な内容 

・ 県債管理基金積立金（公債費分） ：  ３億６，３００万円 

○  支出済額が減少した主な内容 

・ 元利償還金            ： １０億６，５０４万円  
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○ 国民健康保険特別会計 

収入済額は、７９７億８，５４７万円余で皆増となった。 

○  収入済額の主な内容 

・  分担金及び負担金  ： ５０４億８，２０２万円 

・  国庫支出金     ： ２３８億１，７７５万円 

・  繰入金       ：  ５４億８，５５３万円 

 

支出済額は、７８７億１，３３２万円余で皆増となった。 

○  支出済額の主な内容 

・  保険給付費等交付金 ： ６２４億  １２３万円 

・  後期高齢者支援金  ： １１３億１，５３３万円 

・  介護納付金     ：  ４３億８，７０７万円  

 

 

 

【出納局会計課 出納決算担当 竹内 内線 1171 直通 055-223-1308】 



【用語の解説】 

●総括 

予算現額：当該年度に執行する全事業のもととなる予算の総額であり、当初予算に補正予算と前

年度からの繰越予算を加減した総額をいいます。 

調定額：調定とは、その歳入の内容を具体的に調査し、収入すべき金額を決定する行為、つまり

県の内部的意思決定の行為をいい、その決定した額が調定額となります。 

収入済額：当該年度に調定したもののうち、出納整理期間までに納入されたものをいいます。 

出納整理期間：年度内に収入又は支出すべきと確定したものの、未収又は未払いとなっているも

のについて、収入又は支出を行うために設けられている期間で、会計年度終了後の 4 月 1 日か

ら 5 月 31 日までの期間をいいます。この期間内に、終了した年度の収入と支出の整理が行え

ます。 

不納欠損額：既に調定した歳入が、督促等を行ったにもかかわらず納付されずに時効が到来して

しまった場合や、法令に基づいて債務を免除した場合などについて、損失として処分を行った

額をいいます。 

収入未済額：当該年度の歳入として調定した収入のうち、出納整理期間までに納入されなかった

額をいいます。この収入未済額は、翌年度も引き続き徴収に努めることになります。 

支出済額：当該年度の歳出のうち、出納整理期間までに支出されたものをいいます。 

翌年度繰越額：繰越事業全体の中で当該年度に事業が実施されなかったため、翌年度に実施する

こととなった分に対する額をいいます。 

不用額：実施した事業に要した経費が予算よりも少なく済んだため、支出しなかった額をいいま

す。 

実質収支額：当該年度の収入済額から支出済額と翌年度へ繰り越すべき財源（繰越事業の支出に

あてる財源のうち、すでに収入しているもの）を差し引いたものをいいます。当該年度に本来

属するべき収入と支出の差であり、財政状況を判断する一つの基準になります。 

 

 

●歳入科目 

第１款県税：県の行政に要する経費を賄うため、地方税法等の規定に基づいて県民の皆さんや県

内に事業所を持つ法人等に納めていただく税です。現在、事業税、県民税、自動車税、地方消

費税など 12 種類の税目があります。 

第２款地方消費税清算金：地方消費税として徴収された総額から還付額を控除した金額について、

消費に関連した基準により都道府県間において清算を行い、各地方公共団体に配分されるもの

です。 

第３款地方譲与税：国税として徴収された税の全部又は一部が地方公共団体に譲与されるもので

す。県が受けている地方譲与税は、地方法人特別譲与税、地方揮発油譲与税、石油ガス譲与税

です。 



第４款地方特例交付金：個人住民税における住宅借入金等特別税額控除の実施に伴う地方税の減

収を補塡するため、国から地方公共団体へ交付されるものです。 

第５款地方交付税：地方交付税には、地方公共団体間の地域格差をなくし、一定の行政水準を確

保できるようにするため、国税の一部を地方公共団体の固有の財源として各地方公共団体の財

源不足額に応じて国から交付される普通交付税、災害復旧などの特別な事情によって交付され

る特別交付税及び東日本大震災に係る復旧・復興事業の実施のための特別な財政需要等に対し

交付される震災復興特別交付税があります。 

第６款交通安全対策特別交付金：地方公共団体の道路交通安全施設整備のため、交通違反などの

反則金を財源に、交通事故発生件数、人口集中地区人口及び改良済道路延長を基準として国か

ら交付されるものです。 

第７款分担金及び負担金：県が行う事業で特に利益を受ける人から、その受益の限度において負

担いただくものです。 

第８款使用料及び手数料：使用料は、県営住宅の家賃のように県の施設を管理していくために、

その施設の利用者に負担いただくものです。また、手数料は、運転免許交付手数料のように県

が行う行政サービスの利用者に負担いただくものです。 

第９款国庫支出金：国が地方公共団体に対し、特定の事業の財源として交付するもので、その性

質によって次の 3 種類に分類されます。 

【国庫負担金】義務教育や生活保護など、国と地方公共団体が共同して責任を持つ事業の経費

について、国が全部又は一部を地方公共団体に交付するものです。 

【国庫補助金】国が費用の一部又は全部を負担して特定の事務や施設の設置を地方公共団体に

対して奨励、援助するものです。 

【国庫委託金】国会議員の選挙や国勢調査など本来国が行うべき事業を便宜的に地方公共団体

が実施し、その経費を国が負担するものです。 

第１０款財産収入：県の財産（土地、建物等）を貸し付けたり売り払うことによる収入です。 

第１１款寄附金：県以外から金銭を譲り受けるものです。 

第１２款繰入金：特別会計や基金から一般会計に繰り入れるものです。 

第１３款繰越金：前年度の剰余金を受け入れるものです。 

第１４款諸収入：県税の延滞金や預金利子、県からの貸付金の元利償還金、収益事業収入など様々

なものが含まれています。 

第１５款県債：県が借り入れたお金です。 

 

 

●歳出科目 

第１款議会費：県議会議員の報酬、県議会の定例会及び臨時会の開催に要する経費等です。 

第２款総務費：人事、財政、文書、出納等の管理的経費及び企画、徴税、選挙、統計、監査委員、

人事委員会等の経費です。 



第３款民生費：社会福祉の向上を図るため、児童、老人及び障害者のための福祉施設の整備及び

運営、各種援護対策等に要する経費です。 

第４款衛生費：各種医療対策、精神衛生対策、環境衛生対策等に要する経費です。 

第５款労働費：勤労者の福祉に要する経費、職業訓練のための経費等です。 

第６款農林水産業費：農業生産基盤、林道の整備、果物等の流通対策等に要する経費、各種研究

機関に要する経費等です。 

第７款商工費：中小企業及びその組合の育成、地場産業、商店街及び観光の振興等に要する経費

等です。 

第８款土木費：道路、河川、公営住宅、都市公園等公共施設の整備又は維持管理に要する経費等

です。 

第９款警察費：警察官の給与費、警察施設の整備、防犯や交通安全対策に要する経費等です。 

第１０款教育費：公立小中学校、県立高校等の教職員の給与費、高校建設費、社会教育及び保健

体育の振興に要する経費、県立大学に要する経費等です。 

第１１款災害復旧費：降雨、暴雨、洪水、地震その他の異常な自然現象による災害にかかった土

木施設や農林施設等の復旧に要する経費等です。 

第１２款公債費：県債の償還のための元金や利子及びその発行に要する経費等です。 

第１３款諸支出金：他の歳出科目のいずれにも分類されないもので、地方消費税清算金や市町村

への交付金等です。 

第１４款予備費：予算計上したもの以外に、予算の執行過程で不測の事態が生じた場合に備える

経費です。 


